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４）医師会立看護職員養成校を守るために―当会の

取り組み―

　当会では毎年医師会立看護職員養成校連絡協議

会を開催して各校が抱えている問題や当会ならび

に日本医師会、北海道、厚生労働省への質問・意見・

要望を直接伺っている。前述の日本医師会の要望

も、当会を含めた各都道府県医師会の声を反映さ

せてのものである。さて、その連絡協議会である

が、コロナ禍となりそれもしばらく中断されてい

たが、2022年（令和４年）８月22日に３年ぶりに

再開することができ、今回も多くのご意見やご要

望をいただいた。その内容を整理し、2022年（令

和４年）11月22日に開催された自由民主党北海道

支部連合会の道政課題に関する2022年度（令和４

年度）「団体政策懇談会」の席及び12月10日に開

催された公明党北海道本部「政策懇談会」との席

で要望を申し上げた。要望の内容については日本

医師会のものと重複する部分があるが、次の通り

である。

　まずは医師会立看護職員養成校への財政支援で

ある。日本医師会への要望の中にもあったが、道

内においても各施設の運営は非常に厳しい状況に

あること、財政難により養成施設の運営をやむな

く断念する郡市医師会が増えていること、運営費

の中で補助金が大きな比率を占めていることを述

べた上で、各養成校が安定した運営を継続できる

よう、昨今の物価高騰による諸経費増の手当てを

含め、看護職員養成施設運営支援事業費補助金増

額を要望した。

　実施施設の確保についても要望した。これにつ

いても日本医師会への要望にもあるとおり、実習

施設では大学生を優先的に受け入れる傾向にあ

り、進学課程や准看護師課程の学生は近隣の病院

で実習ができず、遠方の病院で宿泊しながら実習

を受けさせている施設も数多くあることを紹介し

た上で、実習受入施設を安定して確保できる対策

を国・道が主体となって強力に推し進めてほしい

と要望した。

　また、道内の看護職員養成校の受験者数が減少

している現状を説明した上で、看護職を目指す者

が増えるような積極的な広報活動と経済的に困難

な学生への支援の充実、入学できても退学せざる

を得ない者を救済するための公的な奨学金制度の

より一層の拡充もお願いした。

　更に看護教員についても、彼らの大きな負担と

なっている看護教員養成講習会について、可能な

限り集合教育は短期間とし、北海道は広大である

ことを考慮して札幌市以外での開催、ｅラーニン

グを導入し、受講者本人及び養成施設への負担の

少ない制度とすること、実習指導者の育成のため

の財源について十分な措置を講じてほしいと要望

した。

　厚生労働省が2019年（令和元年）に推定した結

果では、看護職員の総数不足への対応策のみなら

ず、領域別・地域別偏在の調整について具体的な

対応を検討する必要性が明らかになった。広大な

北海道においては、特に中小病院や有床診療所な

どで看護職員の確保が困難であり、さらに新型コ

ロナウイルスの感染拡大により深刻さが増してい

る。また、近年においては資格者の就職先も医療

機関にとどまらず、在宅医療などにシフトしてお

り、特に地方の小規模医療機関等で看護職員の確

保は困難を極めている。国は医師不足・偏在に対

しては医学部定員増の対策を打ち出しているが、

医療は医師だけでできるものではない。医師の働

き方改革の推進においてもタスクシフトの観点か

ら看護職員の果たす役割は重要である。そういっ

た意味で医師会立看護職員養成校の果たす役割は

今後益々重要になってくると思われ、当会として

は今後も引き続きしっかりと支えてゆく所存であ

る。
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